施設の現状と運営の分析

施設の現状と運営状況の分析という「公共施設マネジメント白書」が２００９年３月に公表されています。
　公共施設の６０％近くが老朽化しており、今後膨大なコストが必要となります。

　このままの行政サービスのやり方（規模、事業）で維持していけるのかを検討し、今後の行政のあり方及び公共施設についての今後の方針を作る必要がある。

　そのために、行政サービス（コスト状況、ストック状況）の実体を開示し、総合的・横断的に課題を把握し、有効活用等の改善の方向性を検討していくとしている。

　有効活用等の具体策としては、

　　①　施設機能の見直し・複合化

　　②　既存施設の有効活用

　　③　公共資産の有効性を総括的にチェックする仕組みづくり

　　④　公設公営からの発想転換などを基本に、そこからさらに具体的に８つの視点を提案

 

財政状況

・市税を中心とした自主財源が減少及び硬直化傾向にあり、税源委譲の効果もあるが、引き続き減少傾向が続く

・扶助費や物件費等の消費的経費が増大し、もしくは硬直化する傾向にある

・普通建設事業費等の投資的経費に回す財源が不足している

 人口動態

・少子・高齢化が進む

・２０１０年前後で高齢者人口が２０％を超えるという予想がされる

・１９９４年をピークに生産人口が減少傾向にあり、今後も続くと予想される

・一時期に開発された地域に関して今後一気に高齢化が進行する

　　　　　
　　　　　
　　　　  
・今後、社会整備費がまだ必要となる

・社会保障費の増大等

・労働人口の変化

　　　　　
　　　　　
           
保有資産の課題

・多くの資産（３８，２万㎡）を保有している

・そのうち２７万６千㎡（７２％）が旧耐震基準の建物及び施設の老朽化と安全性確保が必要な施設であり、大部分を占めている

・ニーズの多様化・人口動態の変化により、利用等の低下している施設もある

・目的別の施設整備に限界がある

　　　　　
　　　　　　

　　　　　
保有する資産の有効活用が必要

・個々の施設の老朽化が顕著で建替えや大規模改修等をすぐに実施しなければならない状況にあるため早急に公共施設及び行政サービスの在り方についての全体方針を立てる必要がある
・横断的総合的な公共施設の機能の見直し、複合化等の検討が必要である

・公共公営の発想を変えていく必要がある

　　　　　
　　　　　
　　　　　
具体的には　財産の有効活用に関する調査項目

	①使用形態・利用形態の見直し等による効率的な利用
	・各部門別横断的利用

・利用機能の見直し

・他用途への転用

・遊休施設の外部利用
	⑤建物のライフサイクルを通じた効率化等
	・整備方針の見直し

・優先度判定

（建替・改修の判断）

（事業方針の判断）

・維持管理コスト削減

	②余裕形態の見直し等による効率化
	・（新規整備時・継続整備時）

・自ら所有

・賃借
	⑥集約化・合同化等による効率化
	・施設の集約化・合同化

・廃統合


	③運営面の効率化

　（業務改善）
	・自ら運営

・一部アウトソーシング

・運営の外部委託化

（指定管理者制度等）
	⑦情報化等による効率化
	・IT化による業務の変化

・IT化による施設変化

	④スペースの効率的利用
	・スペースの有効活用

・共用化・集約化
	⑧予算面
	・重点投入すべき分野の明確化

・評価結果の予算への反映


